	民生用電気機械器具製造業（白物家電部品）


　民生用電気機械器具の生産・出荷は、金融危機による景気後退の影響で落ち込みが続き、府内の中小企業でもその部分品や加工・組立の受注低迷が続いている。

製品別では、大容量・高機能冷蔵庫が平成21年４月発表の省エネ家電製品購入促進策「エコポイント」制度によって、また、空気清浄機が新型インフルエンザ流行によって受注が急回復・増大しており、その恩恵を得る企業が見受けられる。
今後は、新分野の開拓を図りながら、空洞化などの構造変化に対応した企業戦略を構築していく必要に迫られている。
業界の概要
日本標準産業分類上、「民生用電気機械器具」は「ちゅう房機器」、「空調・住宅関連機器」、「衣料衛生関連機器」、「その他の民生用電気機械器具」の４つの細分類で構成されており、その具体的な該当製品としては、電気冷蔵庫、エアコンディショナ、空気清浄機、電気洗濯機などのいわゆる白物家電にあたり、それら白物家電の部分品・取付具・付属品を生産している企業も含まれている。
白物家電業界は、製品の研究開発や設計、完成品の組立てを行なうセットメーカーが頂点に位置し、そのもとに市販部品を製造販売する専門部品メーカーや、受注先からの特定の仕様書に基づいて製造・加工を行なう外注・下請企業が、1次、２次、３次というように重層的構造を形成している。

大阪の地位
大阪府における｢民生用電気機械器具｣業界をみると、平成19年の事業所数は219、製造品出荷額等は3,944億円となっている。対全国シェアは、事業所数16.3％で全国で第1位、製造品出荷額は13.4％で静岡、滋賀に次いで全国で第3位となっている（経済産業省『平成19年工業統計表（細分類）』、従業者４人以上）。ただし、他産業分類においても、金属プレスやめっきなどの業種で白物家電メーカーからの受注を受ける企業も多数存在する。本稿では、こうした白物家電部品の製造・加工を行う中小企業の景気動向をみていく。
受注の低迷が続くなか、一部製品で特需
受注先の生産は金融危機による景気後退の影響で大きな落ち込みが続いており、府内の中小企業でもその影響を受けて部分品などの製造・加工・組立の受注低迷が続いている。
そのようななか政府は、21年４月10日に経済危機対策として『エコポイントの活用によるグリーン家電普及促進事業』を発表した。この事業は、地球温暖化対策の推進、経済の活性化及び地上デジタル放送対応テレビの普及を図ることを目的とし、５月15日から、政府指定の省エネ家電製品を購入した者に、様々な商品・サービスと交換可能なエコポイントを付与する制度である。
　この「エコポイント」制度の対象商品には、地上デジタル放送対応テレビのほかに、民生用電気機械器具から冷蔵庫とエアコンが指定されている。これを受けて、大半の受注先が国内製造している大容量・高機能冷蔵庫の出荷・生産が、急激に増加し始めた。ただ、エアコンについては今年が全般的に冷夏であったため、受注先の在庫からの出荷に留まり、生産の回復には結びつかなかった。
また、新型インフルエンザの流行が全国で続くなか、業務用も含めた空気清浄機の生産が回復・増加してきており、その関連の受注が増えている。

以上を背景に、府内の企業では、21年央あたりまで前年同期で大きな落ちこみが続いてきた大容量・高機能冷蔵庫や空気清浄機の関連受注が、その後は前年同期で増加するなど大きく回復している。しかし、それ以外の白物家電関連の受注は低迷が続いており、全般的には依然として厳しい状況にある。
原材料価格と受注単価は落ち着く
原材料価格は、一時期に比べて落ち着いてきている。原材料価格の変動は、受注単価にある程度、制度的に反映される企業もある。例えば、受注先と原材料メーカーとの間の交渉で、原材料価格が決められた後、その間に挟まれた下請企業の受注製品単価が整合的に決められている事例がみられる。また、他の事例として、原材料価格の変動を受けて過去３ヶ月の実績に基づき受注価格が改定される企業もある。ただし、この場合、価格転嫁を先延ばしされることもあり、それまでの間では、収益に悪影響がもたらされる。
受注単価については、受注先からのコスト削減圧力が依然として強く、例えば、ＶＥ（Value Engineering; 最低の総コストで、必要な機能を確実に達成するため、組織的に、製品、またはサービスの機能の研究を行う方法）により５～８％程度価格引下げを要求されている企業などが存在している。
収益の動向
「エコポイント」制度や新型インフルエンザ流行による特需と関係ない企業では、減収、減益などの状況となっている。また、上述の特需の恩恵で一部の受注に持ち直しの動きがある企業でも、通期でみれば赤字を免れるが減収・減益という厳しい状況にある。
資金繰りが厳しいなか、設備投資も低調
資金繰りは苦しいが、信用保証制度などを利用して、持ちこたえている企業が見受けられる。そのようななか、設備投資は、好況期に既に済んでいることもあり、積極的な企業は見られない。
雇用動向は厳しいが、一部で明るい兆し
企業の多くは、今不況期において派遣社員を中心に人員整理をしてきた。一方で、正社員については、雇用調整助成金等を利用しながら週休三日などの休業制度を取り入れて雇用維持に努力してきた。
給与については、大幅な削減に取り組んでいる。企業の多くは、役員給与を大幅にカットし、正社員の夏の賞与についても大幅削減もしくはゼロにしている。また社員の給与についても手当カットに切り込む企業も見受けられる。今冬賞与については未定だが厳しい対応をとらざるをえないとする企業が多かった。
しかし、一部製品で受注が急回復している企業では、人員整理後、所定外労働時間を増やしながら対応している。また今後の受注回復の傾向によっては、派遣社員やパート社員を増やすことも検討する企業も見受けられる。
国内での多品種少量生産への対応
白物家電メーカーは、これまで工場の海外移転を行なってきており、国内の工場では、高付加価値製品を中心に開発・生産している。それに応じて、受注企業の生産方式も変化してきた。

ひとつめは、大量生産のためのコンベアー生産方式から、多品種少量生産のためのセル生産方式への転換である。例えば、昔の冷蔵庫はドア数と色数が少ない製品を受注先の国内工場で大量生産していたが、最近では、より多くのドア数かつ多色の製品を少量ずつ国内で製造している。そのため、下請企業でも毎日多様なドアを受注・生産する必要が生じ、セル生産方式への転換が課題となっていた。ある下請企業では、今不況期の受注減少を機会に、セル生産方式に移行完了する予定であるという。
ふたつめは、短納期化対応である。ある企業では、納品が１週間後といった短納期の受注に対するため、ジャストインタイム方式で一日に３回納入する体制を敷いている。この企業では、部品の在庫は0.5日分しか持っておらず、0.3日になることもあるという。
新分野への進出
空洞化が進み、受注が構造的に減退している白物家電業界では、新分野への進出を試みる下請企業も多数見受けられる。
環境・省エネ関係の分野では、普及が進む「自然冷媒ヒートポンプ給湯機」に使われる湯タンクの断熱材を開発・事業化を目指している企業がある。環境衛生分野では、新型インフルエンザなどの動きをみて、その関連製品の一部作成と販売を請け負う事例もある。また、高齢化社会を踏まえ、福祉関係分野への参入意欲を示す企業もあるが、その分野の既存企業との競争が厳しく、なかなか受注に結びつかないという。
今後の見通し
大手受注先は、エコポイント対象商品や新型インフルエンザ関連商品の強気な生産計画をたてているが、企業は制度終了などによる反動減を懸念している。

白物家電の空洞化現象が進んだ国内において、生き残りをどう図っていくか、各企業の大きな課題となっている。期待とされていた住宅や自動車関係の受注も、今後どうなるか不透明であり、今後も厳しい状況が続くと考えられる。
（小川　亮）
表1 民生用電気機械器具の生産及び出荷指数（近畿）
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資料：近畿経済産業局『鉱工業生産動向』

(注)平成17年を100とした指数。月別は季節調整済指数。�
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表2 主要民生用電気機器の生産及び出荷の推移（全国）
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資料：経済産業省『機械統計』

(注)1.常用従業者数50人以上の事業所を対象とする。

　　2.企業の海外工場において生産した製品を国内に受入れた分は、生産に計上されていない。
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